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はじめに

　日本における文化政策の本質
　本稿は2021年10月に発行された阪南論集に
寄稿した『なぜ日本映画はアカデミー賞が取れ
ないのか　日本映画の発展に必要なことは何か
―現状の問題点と各プレーヤーの役割を考え
る―』の続編にあたるものである。前回は1950
年代に隆盛を極め，アカデミー賞の常連になっ
ていた日本の映画界がなぜ衰退してしまったの
か，その構造的原因について現在の日本映画の
製作環境および国家予算を中心とする製作支援
の体制，また現状の環境改善のための施策につ
いて論じた。

　今回はその視点を一歩広げて，映画のみなら
ず，日本政府は「文化」に対してどのような態度
を取って来たのか，そして今後はどのようにあ
るべきなのか。これまでの歴史を振り返りなが
ら検証する。

Ⅰ　日本における文化政策の変遷

1．明治維新後から20世紀までの文化政策
　　の目的

　日本において，国による「文化政策」がもっと
も強力に行われたのは，明治維新の後である。
当時，植民地化を避け，西洋列強諸国にキャッ
チアップするため，西洋文明の導入が急ピッチ
で進められた。文明開化と呼ばれるこの動きの
なかで，西洋にルーツをもつ芸術もまた積極的
に取り入れられた。不平等条約による治外法権
の撤廃，関税自主権の導入を目的とした当時の
外務卿の井上馨の発案による鹿鳴館外交などは
その際たる例であろう。日本が文明国であるこ
とをアピールするために夫人は洋装をし，舞踏
会を開いたのある。現在使われている「文化」は

「文明開化」に由来する造語であるとも言われ
ている。
　一方で，開国後日本政府がすぐに着手したの
は，固有の伝統文化の保護だった。優れた美術
品の海外流出に歯止めをかけるために，守るべ
きものをリストアップすることから始まった文
化財保護は，廃仏毀釈によって荒廃した寺院な
どへの支援，史跡や天然記念物の保護といった
独自の展開を遂げ，現在の文化財保護法とその
体制につながっていく。
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　そして，第二次世界大戦後，日本は，憲法の
明文にあるように，平和で文化的な国家の建設
をスローガンに掲げたが，実際には経済的な発
展に邁進した。その原因の一つは，戦前の文化
政策が，大政翼賛会などのナショナリズムとの
深い関係があったことは前回の論文で指摘し
た通りである。つまり，国が「文化国家」の体裁
を取り，文化に積極的に関与することはナチス
ドイツの政策と同じようなニュアンスを持つの
で，国家は文化とは敢えて距離を取るというス
タンスである。そのスタンスは国家による表現
物に対する検閲の反省もあいまって，文化に関
わる政策はきわめて控えめなものであった。
　しかし，経済社会の大きな変化のなかで，
人々の意識も大きく変わっていった。日本の社
会は，敗戦からの復興を遂げた1950年代，高度
成長期の1960年代，70年代を経るが，一方でこ
の時期に四大公害病の訴訟が相次ぐなど急成
長によるひずみも経験し，1967年には公害対策
基本法が制定された。また表面化するのは1980
年代に入ってからであるが，1960年代には既に

「急性死」という言葉が存在しており 1），急成長
の中で長い労働を強いられており，日本人全体
が心の余裕や豊かさを求めていたことも窺え
る。
　そして，公害対策基本法が制定された翌年の
1968年，文化庁が文部省の調査局が廃止され，
旧調査局の国語課，宗務課，国際文化課と，社
会教育局の芸術課，著作権課を統合して，文部
省の内部部局として設置された文化局と文化財
保護委員会を統合し，文部省の外局として文化
庁が設置された。
　さらに，文化財保護に関して，戦前の仕組み
を統合して，1949年に法隆寺金堂の失火で壁画
が焼損したことがきっかけで，世界的にも先進
的な制度を構築した文化財保護法が1950年に
制定されている。文化財を有形物に限ることな
く，歌や踊りといった文化資産を継承している
人間をも保護の対象とする人間国宝（保持者）
という概念を設け，条文に盛り込み，次世代へ
の文化の継承を可能にした。また，文化財は現

状変更を許さない保存が基本だが，近年では，
歴史的な建物について，建物内部は居住空間な
ど通常の使用を可能にしながら外観を中心に保
存し，文化財として保護する仕組みも登場して
いる（重要伝統的建造物群保存地区など）。
　以上のように，日本政府にとっての「文化」の
スタート地点は，「欧米化」であり，日本古来の

「伝統」の保存であった 2）。
　では，日本古来の文化以外の文化，つまり，
出版・映画・音楽・演劇の分野はどのようにし
て発展してきたのであろうか。
　これらの分野は1980年代後半から1990年代
の初頭のバブル経済期によって大きな発展を遂
げた。高度成長期を経てモノの豊かさよりも心
の豊かさを求める人々が多くなったところに，
多額の金が降って湧いたのである。企業メセナ
という名目で民間企業が美術館や音楽ホールの
建設など芸術事業に対して多額の投資をした。
また，同時にその頃から，各地にミュージアム
や劇場などの文化施設が革新的な首長が率いる
地方自治体によっても建設されたのだった。
　バブル期にはお金の余った企業が「クリエイ
ターに対するサポート」という名目ではなく，
単純に「作ってみよう」という半分はチャンレ
ンジ精神の下に，こぞってお金を出し，広告も
含めて多くの作品が世に出て行った。そして，
ビジネスにならなくも好景気のせいで問題には
ならなかった。
　ところが，バブル崩壊から現在に至るまで，
長引く不景気の続く現代の日本において「文化」
だけの名の下に作品をスポンサードしようとす
る企業はなくなってしまった。企業メセナもも
ちろん衰退し，今は文化の市場自体がシュリン
クしつつあると言っても過言ではないだろう。
また，昨年から始まったコロナ禍で劇場関係者
やライブハウス運営者に対するサポートの薄さ
も露呈し，日本政府は「映画・音楽」の産業の
発展について無策であるどころか関心がないと
も受け取れる事態となった。ようやく今年度に
入って，強い世論の後押しがあり，文化庁の第
3 次補正予算として昨年度は 3 分の 2 が中心で
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あったところ，助成率100%となり，また受給対
象も大幅に広がった250億円規模の「AFF（Arts 
For the future!）/コロナ禍を乗り越えるための
文化芸術活動の充実支援事業」3）が採択された
が，申請手続や証憑となる領収書等の手続が，
書面の扱いに慣れない者にとっては未だ複雑で
あり分かりにくいという欠点は解消されていな
い。
　以上からすると，日本文化の中の「映画・音
楽・演劇」のジャンルは長い間，政府関係者の
間で置き去りにされてきたと言っても過言では
ないだろう。
　2021年の現在において国民が最も慣れ親し
み，そして産業としての発達をサポートしなけ
ればならない「文化」とは，古美術や能・文楽
もさることながら，やはり出版・映画・音楽・
演劇の分野であると考えるべきではないか。な
ぜならば，日本古来の文化を継承することは大
切であるが，発展はない。今を生きるクリエイ
ターが同時代に生きる人間や未来に向かって何
かを残そうとする活動をサポートしなければ日
本の文化の発展はないであろう。

2 ．文化芸術基本法の成り立ちにみる日本政
　　府のスタンス

　ではなぜ，日本において映画・音楽などの
ジャンルは政府によるサポートが薄いのであろ
うか。現在の文化政策の拠り所ともいうべき文
化芸術基本法の成り立ちから考察したい。
　上述の企業メセナをはじめとする民間企業
や地方自治体による文化振興の動きに遅れを
取った文化庁は，ようやく20世紀の終わりが近
付いてきた1989年に文化政策推進会議を設置
し，1995年に報告書「新しい文化立国をめざし
て」 4）を公表し，1997年には「文化振興マスター
プラン」5）を策定した。
　そして，2001年，支持率が戦後の内閣として
歴代 1 位となった小泉政権の 1 年目，小泉首相
の「芸術好き」というイメージも追い風になっ
て，「文化芸術振興基本法」の立法案が提出さ
れ，可決・成立された。超党派の音楽議員連盟

が中心となった，いわゆる議員立法だった。
　同法は，日本における文化芸術の振興にあ
たっての基本理念を定め，国の役割として，文
化芸術の振興に関する基本的な方針（基本方針）
を策定し，芸術，メディア芸術，伝統芸能およ
び芸能など文化芸術の各分野を振興し，国際文
化交流の推進，劇場・音楽堂等を充実させるほ
か，著作権等の保護および公正な利用を図るた
めに必要な施策を講ずるといった規定が含まれ
ている。
　そして，文化芸術振興基本法の第 9 条には

「国は，映画，漫画，アニメーション及びコン
ピュータその他の電子機器等を利用した芸術

（以下「メディア芸術」という。）の振興を図るた
め，メディア芸術の製作，上映等への支援その
他の必要な施策を講ずるものとする」という文
言が規定され，ようやく中央政府の議論から，
ある意味置き去りにされていた映画，出版など
に言及した規定が登場する。
　ちなみに，「メディア芸術」とは，1996年 7 月
に文化政策推進会議/マルチメディア映像・音
響芸術懇談会による報告「21世紀に向けた新し
いメディア芸術の振興方策」で初めて使われた
用語であり，以降，この言葉が特定のジャンル
の集合を指す日本独自の用語となった。毎年開
催されている「文化庁メディア芸術祭」はこの
例である。
　文化庁はその後この文化芸術振興基本法に基
づき，4 次にわたる基本方針を策定して施策に
取り組んできた。その間，国の文化関連の政策
は，「ソフト・パワー」「知財立国」「クールジャ
パン」「2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク開催決定」「インバウンドの促進」など，新た
な政策課題と結びつき，拡張された。そうした
動きの中で，文化芸術振興基本法策定の中心と
なった超党派の音楽議員連盟は，2013年に名称
を文化芸術振興議員連盟に変更し，芸術・芸能
の職能団体の政治的連携機関である「文化芸術
推進フォーラム」も機関誌「文化芸術」を同年よ
り発行して，文化庁自体を文化芸術省に「格上
げ」する気運も生まれた。
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　しかし，安倍政権の経済・災害復興重視の政
策の中で必ずしも優先順位が上がらず，予算も
ほぼ横ばいであった。また，他の省庁が地方移
転を見送ったにもかかわらず，文化庁のみが京
都へ移転することが決定し，その機能の弱体化
が懸念されるようになった。そこで，時代に即
した新たな役割を与えて機能を強化しようとい
う政治的な関心が高まり，文化芸術振興議員連
盟が動き，再び議員立法により「文化芸術振興
基本法」が改正され，名称も「文化芸術基本法」
に改められることになったのである 6）。こうし
た経緯を振り返ると，文化芸術基本法は中央政
府より明確なゴールを決めて法律を制定したと
いうよりも，業界団体からの働きかけなども相
俟って，必要に駆られた制定されたバックボー
ンがあることは否めない。

3 ．日本政府の考える「文化」の分断がもた
　　らしたもの

　前回の論文では，文化に関するイシューの所
轄官庁が文化庁と経済産業省に分岐されている
ことが効果的な施策決定を妨げているとの指摘
をしたが，ここで改めてその点について指摘し
たい。まず，上述した1995年の報告書「新しい
文化立国をめざして」（文化政策推進会議）およ
び1998年の報告書「文化振興マスタープラン―
文化立国の実現に向けて―」（文化庁），そして
2019年の報告書「我が国の文化政策」（文化庁）7）

を見るに，キーワードは「伝統文化」「地域文化」
であり，映画・音楽・出版の分野において，現
代に生きるクリエイターがまさに今，作品を生
みだそうとしている環境を後押しするような施
策はどこにもない。
　また，2019年 7 月「クールジャパン戦略」（内
閣府 知的財産戦略推進事務局監修）8）および

「クールジャパン機構について」（2021年10月
の経済産業省監修）9）を見ても，映画・出版を
含むであろう「メディア芸術」や「インバウン
ド」という言葉は見受けられるが，あくまで「外
国から見た日本の文化」という視点がベースで，
継続的に産業としての「映画」「音楽」「演劇」「出

版」をどのように持続可能なものにするかとい
う議論はなされていない。
　これらの政府の資料を見る限りでは，日本政
府にとっては，芸術とは，文化庁から定義する
と「伝統芸能」であり，経済産業省から定義する
と「外国人が好きな日本」が表象されているも
のという結論が出てしまう。映画・音楽などの
発展は，包括的な議論の対象から外れていると
言っても過言ではない。これは文化庁主導の施
策と経済産業省主導の施策が存在した結果，互
いにカバーできていない領域が生じてしまった
と解することができないだろうか。

Ⅱ　日本における文化政策の変遷

1．文化助成の歴史
　日本の文化政策が世界に後れを取っている理
由については，大政翼賛会など文化と結びつい
たナショナリズムへの反省であったことは既に
述べた通りである。しかし，今日では多くの日
本のクリエイター，特に映画や美術の創作活動
を行う者は公金，すなわち文化庁もしくは経済
産業省の拠出する助成金および補助金に頼って
芸術活動を行っている。なお，助成金と補助金
の定義は明確に分かれていないが，本稿では，
助成金 10）とは一定の要件を満たせば受給でき
る可能性が高いものを指し，本稿では補助金 11）

とは採択件数や金額があらかじめ決まっている
ものであり，申請したからといって必ずしも受
給できるものでないものを指すものと解する。
特に現代美術は日本にはマーケットそのものが
非常に小さく，助成金なしではクリエイターが
活動できず，コロナ禍において文化助成を訴え
たのはそのほとんどがアート関係者であったと
の声も聞く。
　では，現在，多くの日本のクリエイターが活
用している助成金はどのような形で登場したの
だろうか。
　芸術関連団体への国の補助金の拠出は文部
省における社会教育局，文化局により五月雨式
に始まっている。団体に対する最初の拠出案件
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は，1959年の大阪国際フェスティバル協会であ
り，次は1960年の社団法人児童演劇協会だっ
た 12）。そして，日本古来の寺社仏閣や伝統芸能
以外の文化「事業」に財政的なサポートがあっ
たのは，社会教育団体に対する補助として，
1961年に群馬交響楽団に初めて補助金が出さ
れたのが最初であった。1949年に制定された行
政機関が振興する社会教育について定めた社会
教育法第10条規定の「社会教育団体」に対する
補助として金銭的なサポートがあったのだ。ま
た，1964年からは本格的に芸術関係団体補助金
の交付が始まり，翌年の65年にはバレエ，オペ
ラ，現代舞踊，邦楽等の各団体に対する創作活
動助成が行われ，それらは1968年度以後，文化
庁に引き継がれた。
　そして，1978年度からは芸術関係団体補助金
は民間芸術等振興費補助金（のちの民間芸術活
動費特別補助）に名称変更され，さらに，1986
年に民間芸術等活動費特別補助に名称変更され
た。　
　同時に，日米舞台芸術交流事業が，翌年には
優秀舞台芸術公演奨励事業，翌々年には芸術活
動特別推進事業が追加された。すなわち，80年
代末に芸術団体に対する助成の枠組みが拡大さ
れており，これが，1996年のアーツプラン2113）

の展開につながっている。
　なお，これらの芸術関係団体への助成は職業
芸術団体への助成が中心である。そして，地方
のオーケストラを除き，大半の職業芸術団体が
東京に集中していたため，助成対象は中央に集
中していた。　　
　また，芸術家の在外研修への助成は文化庁が
始まる 1 年前の1967年に開始され，1977年に
は国内研修が追加され，1990年からは海外芸術
家招聘研修が追加された。
　加えて，文化庁は1967年度（昭和42年度）か
ら1995年度まで，地方自治体に対して「地方文
化施設整備費補助金」を交付した。この補助金
の対象は「地域の住民に，音楽，演劇，美術等
の鑑賞又は創造活動の機会を与えるため，音楽
堂，劇場，展示場等の機能を併せ持つ施設」で

あった。なお，この補助金は，使命をおおむね
達成したとして1995年まで継続した以後，廃止
されている。
　つまり，1980年代までの文化助成は今のよう
なプロジェクト単位の助成ではなく，芸術関係
団体への助成だったのだ。
　ちなみに，70年代，80年代の補助金は，公立
文化施設の全国的整備を基軸にしたものであ
り，3 つの大きな特徴を持っていた。1 つ目は
ハードの整備が中心であり，ソフトへの助成は
その活用という観点から行われたこと，2 つ目
は，特に地域の場合に顕著であるが，文化芸術
団体への助成は文化芸術団体の組織化を通し
て行われた点である。3 つ目は，職業芸術団体
への助成において，その選定や助成金の成果に
対する評価などの仕組みが整っていないことで
あった。この 3 つの特徴は，後に変容を遂げる
ことになる。1 つ目の「芸術館の建設」のような
ハード中心の整備は下火になり，公演や展覧会
などソフトに重点が置かれるようになった。2
つ目の中間団体を挟んだ補助金交付は説明責任
を果たさなくなるとの観点から避けられるよう
になり，3 つ目においては公金を使用するにも
かかわらず，文化芸術活動自体は極めて私的な
行為であり，その効果の測定の手法は確立され
ていないことが批判の対象となった。
　そして，1990年に国立劇場法が一部改正され
たことから，政府出資金500億円を元に「芸術
文化振興基金」が設置され，運営母体の特殊法
人の国立劇場は芸術文化振興会と改称されてス
タートを切った。以後，日本芸術文化振興会は，
伝統芸能や現代舞台芸術の公開および公演，文
化振興，各種芸術団体の芸術文化活動への助成
金支出を行うようになったのである。

2 ．他分野に対して遅れて始まった映画に対
　　する文化助成

　以上のように，日本における「文化助成」は戦
前の文化と戦争扇動の結びつきの反省から教育
の文脈で語られ，そしてバブル期がもたらした

「箱モノ行政」の影響で演劇や音楽等いわゆる
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公共施設を使用する分野を中心に発達してきた
ものと言える。
　では，前稿でも言及した「映画」に対する文化
助成はどのようにして始まったのであろうか。
　その始まりは1970年代だった。つまり，テレ
ビの登場により大きく動員数が落ち込んだた
め，文化庁は，優れた芸術性に富む映画の製作
を奨励するため，1972年度から，公開上映され
た日本映画の中から特に優秀と認められた作品
の製作者に対して奨励金を交付する「優秀映画
製作奨励金制度」を開始した。また1976年度か
らは，子どもたちの美的感覚を養い，豊かな情
操をはぐくむため，優れた子ども向けテレビ用
アニメーション映画作品の製作者に対して奨
励金を交付する「こども向けテレビ用優秀映画
製作奨励金制度」も開始した。これらの制度は，
1990年度に芸術文化振興基金における助成事
業として拡充・再編され，文化庁においてはこ
れとは別に「優秀映画作品賞」を設け，優れた映
画作品を顕彰することとなった 14）。
　そして，本格的な映画に対する金銭的なサ
ポートは今から17年前の2004年，芸術文化振
興会が運営する「文化芸術振興費補助金」とい
う制度としてスタートした 15）。上述した通り，
1990年から「芸術文化振興基金」は存在してい
たが，国立劇場が母体というだけあって，映像
分野への関心は薄く，基金設置当初から映画に
対して助成を行っていたわけではなかった。
　ところが，2002年，日本映画の本数が激減し，
それまで全体の 3 割以上を維持していた邦画
が，全体の27.1%となったことを受けて，文化
庁で「映画振興に関する懇談会」を開催し，将来
の日本映画の振興についての提言がされたこと
がきっかけで，この補助金制度がスタートした
のである 16）。
　「文化行政長期総合計画懇親会」（会長：内村
直也）のまとめ（昭和52年 3 月），「民間芸術活
動の振興に関する検討会議」（座長：河竹登志夫）
の報告（昭和61年 7 月）により芸術文化振興基
金の創設には言及されていた 17）とのことである
が，映画芸術の振興に関しては，文化庁に置か

れた懇談会において「映画芸術の振興について」
（昭和63年），「映画芸術振興方策の充実につい
て」（平成 6 年）と 2 度にわたり報告が出された
だけで，都度施策が実施されたが，これほどま
でに大きな施策は打たれなかった。
　というのも，この頃は，1950年代と比べて動
員数が落ちていたものの，角川春樹率いる角川
書店の展開する「角川映画」が，製作委員会方式
によって莫大な利益を上げていた。製作費 1 億
5,000万円で興行収入47億円を記録した相米慎
二監督の『セーラー服と機関銃』（’81），製作費
1.5億円　興行収入は47.6億円を記録した大林
宣彦監督の『時をかける少女』（’83）がその例で
ある。
　裏を返せば，日本の映画界は文化助成など必
要のないぐらいの繁栄産業だった。1958年には
約11億3,000万人を動員していたのが徐々に減
り始め，テレビの登場で，1972年には 2 億人を
割り，1997年には約 1 億2,000万人と底を打っ
た。しかしその後，1 か所に多数のスクリーン
を設けて観客サービスを提供するシネマコン
プレックス（シネコン）の浸透で徐々に微増し，
2019年に 1 億9,500万人の動員を記録し，コロ
ナ禍にあった2020年は 1 億600万人に留まっ
ている 18）。　
　一方で，前稿でも指摘したことだが，1993年
から登場したシネコンのスクリーン数は激増し
ており，全体に比して2000年当初は45%弱だっ
たのが，2020 年には 88% を超えている。つま
り，シネコンのスクリーンを埋められる作品が
大多数を占めるようになった。そして，原作が
あり，確実にヒットの出る作品のみが作られ続
けているのが今の日本の映画界なのである。
　助成金制度はこのような危機的な状況を察知
した文化庁が提唱したことだった。
　助成金制度が誕生したきっかけとなった
2002年の提言『映画振興に関する懇親会 中間
まとめ』には，1．すべての日本映画フィルム
の保存・継承を行う制度の創設，2．新たな製
作支援形態の導入，3．新映画流通市場の創設，
4．デジタル映像編集スタジオの整備，5．プロ
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デューサー等養成のための大学院の創設，6．
人材養成機関の連合体の形成，7．出会い・交
流・顕彰の場としての「映画の広場」（仮称）の
創設，8．地域におけるロケーション誘致の支
援，9．非映画館を活用した上映支援，10．子ど
もの映画鑑賞普及の推進，11．海外展開への支
援，12．フィルムセンターの独立の大きな柱の
うち，助成金制度については 2 の中の「国は，
映画製作に対する支援形態として，人材養成の
視点も含め，従来からの助成の充実を図りつつ
も，中長期的には，市場性のある劇場用長編映
画に対しては，公的融資を導入し，民間からの
投資を促進する」という一文の中の傍線部に言
及がある。
　そして，その具体化策として同提言の第 2 章
分野別施策の[映画製作]（1）に，当面の策と
して，「既存の製作助成事業の統合・メニュー
化，助成単価の最高額の増額」の他，中長期的
には製作支援の新たな形態として，「市場性の
ある劇場用長編映画への公的融資の導入や民間
からの投資の促進，市場性のある劇場用長編映
画以外の作品に対する公的助成の充実，CG製
作に対する公的助成」とあり，中長期的な資金
調達の方途の拡大として「商品投資に係る事業
の規則に関する法律（商品ファンド法）におけ
る映画ファンド組成の円滑化（小口化，許可要
件の見直し），個々の映画作品の入場者数，興行
収入に係る更なる情報開示，映画投資に対する
税制上の優遇措置，プリセールス（作品完成以
前の段階で完成後における配給権，テレビ放映
権等の買取り契約を結ぶこと）のための完成保
証を行う保険会社等に対する政府の保証措置の
検討」が掲げられている。また，海外展開への
支援として，「字幕作成助成，プリント製作費の
助成，宣伝用素材の製作助成，海外映画祭への
渡航費助成，見本市ブース出展助成，東京国際
映画祭等我が国における国際映画祭の支援の在
り方の検討」が掲げられている 19）。
　また，最終提言としての2003年に出された

「これからの日本映画の振興について～日本映
画の再生のために～（提言）」では 2．新たな製

作支援形態の導入として，製作資金が映画製作
プロジェクトごとの外部調達方式へと変わって
きている現状を踏まえて，製作支援の形態につ
いては従来からの助成に加えて，映画の産業的
側面も考慮し，長期的には市場性のある劇場用
長編映画に対して，「民間からの投資を円滑に
する制度を整備するとともに，公的融資の導入
について検討を進め，そのための具体的方策と
して，商品投資に係る事業の規制に関する法律

（商品ファンド法）における映画ファンド組成
の円滑化（小口化，許可要件の見直し，信託業
法における知的財産権の信託可能化および事業
会社による信託の解禁や映画投資に対する税制
上の優遇措置などが考えられ，これらの実現に
ついて検討を進める」とある。加えて，1950年
代の映画黄金期を意識したであろう「既存撮影
所の維持とオープンセットの確保」，またかつ
てのように数社の大手の映画製作会社がすべて
映画製作を担い，外注方式にしていなければ必
要とされなかったであろう中小の映画製作会社
による「ポスト・プロダクション（撮影後の加工・
編集・調整などの仕上げ段階）のスタジオの利
用支援」も掲げられている 20）。 
　文化庁の政策の一連の流れを見るに 21），2000
年代に入って助成金制度がスタートするまで
は，映画に関する多くの文化政策は，フィルム
の保存と芸術家在外育成制度などの人材育成に
対する言及が主なものであった。
　そのことの一つの原因としては，映画は「総
合芸術」ではなく，あくまでもテレビが登場す
る前の大衆の娯楽であり，「芸術」とはみなされ
ていなかったことが考えられる。
　それは，1973年に文化庁によって発表された
文化庁 5 年史を綴った「文化庁のあゆみ」の中
の「国民娯楽は，昭和20年の文部省分課規程等
では「音楽，演劇，映画等の国民娯楽」 というよ
うに使われていたが，音楽や演劇や映画が芸術
として美術と並べられるようになった現在にお
いては，囲碁，将棋等の健全な娯楽というよう
な意味と考えられている」という一節からも推
測できる 22）。
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　なお，1980代初頭の政策提言に「映画」とい
う言葉が出て来るのはほぼ数回である。それ
が，いわゆるバブル絶頂の1988年の文化庁20
年史になると，映画祭や著作権との関係での言
及が目立つようになる。そして，「映画」が頻繁
に登場するのは，「メディア芸術」という言葉が
登場する1997年の提言以降である。それまでは
芸術と言えば，博物館などでの展示物を指すと
ころが，「メディアの」という括弧付きで，よう
やく文化庁の政策の射程の範囲内に入ったので
はないのだろうか。
　しかし，文化庁 5 年史，10年史，20年史，30
年史，40 年史，そして「新・文化庁ことはじ
め 文化庁創立50周年記念式典資料集」23）を通
して見ても，「映画」に言及したスペースは，文
化財の保存などに比べれば圧倒的に少ないこと
は言及しておきたい。

3 ．映画における文化助成の問題点
　　～文化庁と経済産業省の狭間で～

　文化庁による文化政策の策定の他にもう 1
つ，文化助成において考えなくてはならないの
が，経済産業省による施策の存在である。商務
情報政策局に文化情報関連産業課（メディア・
コンテンツ課）が設置され，翌年，2002年に知
的財産戦略会議が開催，「知的財産戦略大綱」を
取りまとめられ，年末には知的財産基本法が交
付された。また，その翌年，知的財産戦略本部
が設置され，2008年のリーマン・ショックを経
て2010年に経済産業省製造産業局に「クール・
ジャパン室」が開設されている。
　さらに，この一連の流れの中で2004年に出さ
れた「知的財産推進計画2004」の中に「映像産
業振興機関の設立」を支援することが明記され
たことから，2005年に特定非営利法人映像産業
推進機構（VIPO）が発足 24）し，映画に対する助
成，すなわち金銭的なサポートは文化庁のみな
らず，主に経済産業省の財源で運営されている
VIPOが担うようになる。また，2013年からは
株式会社海外需要開拓支援機構（クールジャパ
ン機構）25）も発足し，同機構が映画事業にも積

極的な投資を行っている。
　これらの経済産業省の施策と文化庁の施策を
比較するに，先に挙げた文化庁による政策提言
は，金銭的な援助のみではなく，映画製作が容
易になる法律の改正や中小企業によるポストプ
ロダクションスタジオの利用を可能にするなど
作り手の立場に立ったものであるという印象を
受ける。しかし一方で，「知的財産立国」を目指
す流れの中で登場したVIPOおよびクールジャ
パン機構の資料を見ると映画は「海外で売れる
コンテンツ」という文脈で語られており，あく
までも「投資の対象」という印象を受ける。
　例えば，クールジャパン機構が設立した海外
展開を目指す日本の映像コンテンツ制作を支
援するファンド「ジャパンコンテンツファクト
リー投資事業有限組合」は，株式会社NTTぷ
らら，株式会社文藝春秋，株式会社YDクリエ
イション，イオンエンターテイメント株式会社
ら民間企業の資金も入っているが，投資先を見
るに，ドラマが 2 件，アニメが 2 件に限定され
ており，大人の鑑賞に堪え得るいわゆる実写映
画は扱っていないようである 26）。当該ファンド
の2020年 3 月期の決算は1,700万円の赤字に終
わった 27）とのことであるが，今後この傾向が続
くようではやはり「文化」としての映画の成熟
は難しいであろう。
　と同時に上述した2002年，2003年に出され
た映画振興に関する懇談会による提言は20年
近く経った今，実現されているのかと問われる
と，映画ファンドの組成の活性化や中小映画
会社によるポストプロダクションスタジオの
利用などのほとんどは実現されていない。特
に産業革新機構が手掛けたアニメ，映画等の
企画開発を担うために2011年に設立された日
本初の映画官民共同投資ファンド「All Nippon 
Entertainment Works」がほぼ何の成果も残さ
ずに 22 億 2,000 万円の損失を出して 28）2017 年
に3,400万円でフューチャーベンチャーキャピ
タルに売却されてしまったことは残念でならな
い。
　2002年以降，映画政策の決定に関わる指針
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が，日本政府には「文化芸術基本法」と「知的財
産戦略大綱」そして「クールジャパン」の 3 つに
なってしまった。
　それらは相互に補完し合うものなのかもしれ
ないが，「映画」そのもののあり方がこの 3 つの
指針に基づく船頭が存在するために首尾一貫し
たサポートができていないのではないか。
　例えば，諸外国と比較すると，フランスに
おいては，チケット税，テレビサービス税，ビ
デオ税を財源としてフランス国立映画・映像
セ ン タ ー Centre National du Cinéma et de 
l’ Image Animée（フランス国立映画センター /
通 称「CNC」）29）が，イ タ リ ア に お い て は，
Ministero per i beni e le attività culturali e 
per il turismo（文化財・文化活動・観光省/通
称「MiBACT」）がMiBACTを介した国家予算
で映画産業を支援し，2016 年に制定された法
律により，映画とオーディオビジュアルへの支
援に必ず 4 億ユーロ以上拠出することが定め
られている 30）。そして，イギリスでは政府の助
成金，宝くじ収益，自己収入（ナショナルアー
カイブ運営等），スポンサー，寄付金を財源とし
てBritish Film Institute （英国映画協会/通称

「BFI」）が，ドイツでは，劇場チケット，テレビ，
ビデオ販売から自動徴収した税金を財源として
FFA（Filmförderungsanstalt）が支援の中心組
織を担い 31），韓国でも，映画チケット代の 3%
を原資とした映画発展基金を財源とし，韓国映
画振興委員会（KOFIC）が映画支援の中心組織
となって映画製作をサポートしている 32）。ま
た，アメリカには映画製作に対して助成などは
ない代わりに税制面での大きな優遇がある 33）。
　他国の例を見るに，日本だけが各省庁が足並
みをそろえずにバラバラに支援をしていると
いう印象がある。財源は各省庁から拠出する形
で良いので，これらの例を見習って一つの機関
による一元的なサポートをするべきではないの
か。

Ⅲ　環境改善のために
    
1 ．市場規模の縮小を防止するために必要な
　　こと

　今回，この論文を書くにあたって，文化に関
する事柄をカバーする象徴である文化庁および
内閣府・経済産業省発行の資料をいくつか読み
比べてみた結果感じたことは，寺社仏閣も含め
た伝統的な日本の文化をどのように伝承してい
くかということについては，きめ細かな施策が
なされているように感じたが，やはり，現代に
生きるクリエイターが生み出そうとしている映
画，音楽等に対する具体的な施策は何もないよ
うに感じた。
　確かに，表現行為に国が安易に公的資金を投
入し，その結果，業界全体に競争力がなくなっ
たり，また「金を出すので口も出す」というよ
うな状態を創出することは望ましい状態ではな
い。
　しかしながら，インターネットが到来して出
版業界は大きな打撃を受け，そしてコロナ禍で
は映画業界が大きな打撃を受けた。このままで
は業界全体が縮小していくことは明らかであ
り，何らか施策を打つべき時期にあることには
間違いがない。
　特に，付言したいのは流通の支援である。次
のトピックの助成金の支援でも触れるが，「国
が文化をサポートする」となると，制作するこ
とに対して資金を投入することばかりに視点が
フォーカスされるが，それでは市場が縮小して
いくスピードに追い付かないであろう。まず，
既に今ある作品をどのようにしてマネタイズす
るのか，そこをサポートするところから国が始
めれば良いのではないだろうか。
　例えば，映画であれば，作った映画作品を誰
もが掲載でき，そして試聴の数に比例してクリ
エイターに収入が還元される仕組みのポータブ
ルサイトの作成やミニシアターの運営に公的
資金を投入することである。筆者自身はwebメ
ディアにおいてこの 2 年強で150本を超える記
事を寄稿し，その多くが映画監督や俳優がイン

日本における文化助成はどのようにあるべきか　その歴史から考える

無断転載禁止 Page:9 



250

阪南論集　社会科学編 Vol. 57 No. 2

タビューイであるが，業界自体の持続可能性を
考えると，「作品を完成した後」が非常に大切で
あることは否めない。そして，そのインフラ作
りは業界自体に体力がない以上，国民の理解を
得て何らかの形で「収益を回収するシステム」
作りをすることが必要ではないか。

2 ．マスメディアの役割
　日本は作品の内容を伝えるジャーナリスト
は多数存在しているが，文化政策の問題そのも
のを継続して定点観測し，あるべき姿を伝える
ジャーナリストは少ない。前回の論文ではクリ
エイターの人材育成システムの少なさを指摘し
たが，クリエイターのみならず，文化について
伝えるクリエイターが不足していることも業界
の縮小を生んでいる要因として忘れてはならな
い事柄であろう。
　映画全盛期の1950年代から1980年代にかけ
て，『映画の友』『バラエティ』『ロードショー』
など映画雑誌は数多く存在していたが，イン
ターネットの浸透と共に雑誌そのものが読まれ
なくなり，廃刊が多くなった。　
　なお，筆者はwebライターとして扶桑社の

「ハーバー・ビジネス・オンライン」にて『映画
を通して社会を切り取る』という連載を担当し
ていた 34）。政治と選挙の関係や労使問題，障害
者の社会におけるあり方，香港や台湾における
独立運動，原発問題など社会的なテーマを扱う
国内外の映画監督にインタビューを行ってい
た。「社会的なテーマ」を扱ったものであればよ
いとの編集部の方針の下，製作費500万円以下
の自主映画から億単位の商業映画まで取り上
げることができたのだが，ありがたいことに映
画配給・宣伝・劇場関係者の方々からの評判
が良く作品を取り上げて欲しいとの売り込み
もあった。そして，記事の発表後は作品の公式
TwitterやFacebookはもちろん，映画を見た観
客の方々にも同じくSNSやブログで取り上げ
て頂き，一定程度映画の周知に一役買っていた
という自負があった。
　ところが，同サイトの閉鎖に伴い，一般

ニュースサイトにおいて，自主映画はもちろ
ん，ヒットが見込まれる商業映画であっても，
余程の社会的なテーマか強い「引き」があるも
のでないと監督に対する取材自体が難しくなり
つつある。理由は「PV（ページビュー）が上が
らないから」というもので，筆者自身の取材対
象も映画監督から確実に数字が取れるいわゆる
著名俳優に対象者が移行しつつある。また，「映
画の記事と分かると読まれない」という理由で
一般媒体で映画を取り上げること自体に抵抗を
持つ風潮も感じている。また，最近では，配給・
宣伝スタッフからも，映画サイトであっても，
俳優の取材が好まれ，監督取材が厳しくなって
るとの声が聞かれるようになった。しかし，こ
れでは映画のジャーナリズムが衰退し，映画監
督も俳優も育たないのではないか。適切な批評
があってこそ，産業が成長するのであり，産業
ごとに批評家が必要であるとされているが，映
画製作の環境を整え，映画監督を中心とするス
タッフをどのように育てるかという問題と同程
度に映画のジャーナリズムをどのように育てて
いくかについても考えなければならない時期に
来ているものと考える。

Ⅳ　結びにかえて

　以上，駆け足で日本政府の文化に対する施
策，特に映画の分野について論じてきたが，や
はり，この段階で文化=「日本古来の文化」であ
り，文化を考えると言えば，文化財の保護を考
えるという支援，そして，明治時代に培われた
文化政策の原点である「欧米化」「外国から見た
日本」という視点，そして「箱モノ行政」から出
発した文化=美術館や公民館で展示されもしく
は公演されるものという発想を捨て，これから
の映画作りにとって本当に必要な施策を考えな
くてはならないであろう。
　現在の日本の文化施策と言えば，京都を中心
とした寺社仏閣等の文化財を利用したインバウ
ンド政策，そしてアウトバウンドとしては日本
のアニメ・マンガを中心としたクールジャパン
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が真っ先に思い浮かぶが，「外国から見た日本」
のみを意識して稼ぐ外貨には限界があるのでは
ないか。今この社会を生きる日本人が何を考え
ているのか，何を考えるべきなのかを的確にと
らえ，そのことを作品にして世に問えるクリエ
イターが継続して作品を供給できるような環境
作りをどのようにして継続的するのか。日本の
政府そして日本の社会はサポートすべき「文化」
の定義を引き直すことから，そして文化の発展
の担い手を整理するところから始めなくてはな
らないであろう。
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